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序章
　
問題の所在
国際法上の緊急避難は、もとより極めて論争的な概念である。同概念は、伝統的には国家の基本権たる自己保存
権と同視されて、少なくとも学説上は外国のいかなる権利にも当然に優越する絶対的な権利として説明された
が
）（
（
、
その後自己保存権の概念が国際法そのものを否定するものとして放擲されるや
）（
（
、その系としての緊急避難の概念に
も、新たな見直しがなされることになる。例えば、
A
nzilotti は、国際法における緊急避難の根拠を国家間の合意規
範としての国際法の性格に求め 。 は自ら 存続を保障し、自らの利益を実現するために国家がその自発的な意思によって作り出す法規範であ ところ、ある国際法が国家の存続を危険に晒すものとなったときにすら、国家はそれを遵守するよう義務づけられると考えるの 不合理であるから、こう た場合には国家の意思そのものの効果としてその国際法 効力が消失するというのである
）（
（
。他方、
deV
isscher は、国内法秩序と国際法秩序の構造上
の相違から国際法における緊急避難 妥当性を否定する。各国刑法においては避難行為による保全利益が侵害利益を上回る場合に 、これ 対 制裁の賦課を免除す 緊急避難規則が存在す が、かかる規則は相反す 利益の序列について判断する裁判所の存在があってはじめて妥当しう ので って、こうした集権的な判断機関 欠く国際法においては、同規則 まったくの主観論に陥るというわけであ
）（
（
。これら学説においては、必ずしも緊急避難
に関する実行が仔細に検討され い わ ではない。むしろ、国際社会における法の現実に基づかない純粋に抽象的な思惟の産物とし 放擲された自己保存権 概念に代わ 新たな緊急避難の根拠やそ 妥当性が、国際法の 範的な特徴や国内 秩序との相違といったやはりすぐれて抽象的かつ演繹的な観点から論じられていたのであ
）（
（
。
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戦後、国連国際法委員会の下で国家責任の法典化が開始されたのは、まさにこうした状況の中においてであった
が、およそ半世紀に及ぶ起草作業の末完成した国家責任条文は、違法性阻却事由について取り扱う第一部第五章に次の規定を挿入している
）（
（
。
第二五条
　
緊急避難
１
　
国は、次の場合を除くほか、自国の国際義務に合致しない行為の違法性を阻却する根拠として緊急避難（
ne-
cessity ）を援用することができない。
　（ａ）
　
当該行為が、重大かつ差し迫った危険から不可欠の利益を守るために当該国にとって唯一の方法であり、
かつ、
　（ｂ）
　
当該行為が、その義務の相手国または国際共同体全体の不可欠の利益を大きく損なうものではないこと。
２
　
国は、次のいかなる場合にも、緊急避難を違法性を阻却する根拠として援用することができない。
　（ａ）
　
問題とされる国際義務が、緊急避難の援用の可能性を排除している場合、または、
　（ｂ）
　
当該国が緊急避難の状態の発生に寄与した場合
すなわち、国際法委員会は、国際法上の緊急避難について、一見して極めて厳格な要件を置きつつ、これを国際
義務の違反によって生じる違法性を阻却する事由として、国家責任条文に取り込んだのである
）（
（
。
もっとも、右の通り起草された緊急避難に関する規定は、それ自体として実定国際法規範としての性格を有する
ものではなく、また実定国際法規範の内容 表したものと言えるかどうかも定かではない。国家責任条文は、二〇
一二〇
〇一年に国連総会に提出されたが、いまだ条約として採択されていない
）（
（
。また同条文の注釈は、緊急避難に関する
国家実行と裁判例を概観した後、 「結局、国家実行 裁判例は、緊急避難は一定の極めて厳格な条件の下で違法性を阻却する事由を構成しうるという見解を支持するもので、この見解は二五条において具現化されている」と指摘しているが
）（
（
、かくして起草された二五条の規定が慣習国際法を法典化したものか、または漸進的発達に過ぎぬもの
であったかは、まさに慣習 際法の成立要件であるところの一般慣行と法的確信の丹念な検証によっ 導き出されるべき問題であ 。
ところが、国際司法裁判所は、一九九七年に出されたガブチコヴォ・ナジュマロシュ計画事件判決において、国
家責任条文二五条の原型である第 読草案三三条の規定、及び「緊急状態の概念は、一般的な法意識 深く根差したものである」というその注釈に記 れた一節を引用した上
で
）1（
（
、 「緊急状態は、慣習国際法によって認められた国
際義務に合致しない行為の違法性を阻却する根拠」であると言明してい
）11
（
。そして、第一読草案三三条に規定され
た要件に従って、ハンガリーによって主張された緊急避難の抗弁の適否について判断している
）12
（
。すなわち、同裁判
所は、国家実行 ついて んら検討することなく、単に国際法委員会 見解のみに依拠して、 まだ起草途中にあった国家責任条文草案 緊急避難規定 慣習国際法としての性格を認めた である
）1（
（
。
こうした国際司法裁判所の判断は、一般慣行と法的確信という慣習国際法の成立要件のうち、一般慣行の要素を
等閑に付し、またもっぱら国際法委員会の起草作業に依拠してい 点で、 的確信 要素 意味を大きく変質せしめるものであ ようにも思われるが
）1（
（
、その判断は、その後の裁判例にも大きな影響を与えている。例えば、国連
海洋法裁判所のサイガ号事件判決（一九九九年
）
）1（
（
、また国際司法裁判所のパレスチナ壁事件勧告的意見（二〇〇四
年
）
）1（
（
、さらには二〇〇〇年代前半のアルゼンチン金融危機に端を発する一連の投資仲裁判決において
も
）1（
（
、上記のガ
一二一
国際法上の緊急避難に関する一考察

（都法五十五
-
二）
ブチコヴォ・ナジュマロシュ計画事件判決が引用されて、第一読草案三三条または国家責任条文二五条が適用されている。
右のような「国家責任条文二五条＝慣習国際法」という等式の既成事実化とも言うべき現象は、裁判例だけでな
く、学説においても看取される。国家責任条文における緊急避難規定の挿入、及びこれを適用した裁判例の増大等にともなって、近年国際法上の緊急避難に関する研究も増加の一途を辿っているが、その多くは、もはや国家責任条文二五条の慣習国際法としての性格如何を問うことなく、むしろその主たる関心は 個々 具体的な裁判例において同条は正しく解釈適用されているかという「実践的問題」に向けられているのであ
）1（
（
。
しかしながら、国際法上 緊急避難の歴史的な論争性、及びガブチコヴォ・ナジュマロシュ計画事件判決におけ
る慣習国際法認定のあり方に鑑みるならば、国際法上の緊急避難についてまず問われるべきは、国際法において緊急避難は慣習国際法として存在し いたのか、そしてこれを右の通り起草した国家責任条文二五条はいかなる意味を有するのかという問題であろう。
Sloane
が正しく指摘した通り、 「二五条の実定法としての性格、そして規範的
には、そのように定義された緊急避難 現代 におけ 妥当性（
propriety ） 、賢明性（
prudence ） 、訴求性（
ap-
peal ）というより一般的ないし理論的な問題」こそが、 「論理的に先行する」問題として検討されねばならないの
である
）1（
（
。
もっとも、緊急避難の慣習国際法と ての性格如何や国家責任条文二五条の意味について検討した先行研究も、
もちろんないわけで ない。こ 点、近年の優れた実証研究としてとりわ 注目に値するのが、
H
eathcote （二〇
〇七年） 、
Sloane （二〇一二年） 、山田（二〇一三年）の論考である。
このうち、まず
H
eathcote
は、国家責任条文二五条の起草作業において言及された国家実行・裁判例を検討し、
一二二
緊急避難は慣習国際法上の原則ではないと指摘とする
）2（
（
。そして、そのことは、緊急避難規則、すなわち避難行為に
よって表される「社会的な同意（
leconsensussocial ） 」をこれによって侵害される「法的な同意（
leconsensuslé-
gal ） 」に優先させる抽象的な規則が妥当するためには、相応の社会的な連帯が存在するか、さもなくばその不在を
補う一般的で義務的な司法機関が存在せねばなら が
）21
（
、国際共同体にはこれらいずれも欠如しているからである
とされ
る
）22
（
。
したがって、
H
eathcote
によれば、緊急避難は慣習国際法上の原則でないだけでなく、そうあるべきで
もないが、国際法委員会は幸いにも国家責任条文二五条に極めて厳格な条件を付しているため、それが適用されたとしても、緊急避難はま たく例外的な場合しか認められ いであろうと結論している
）2（
（
。
次に
Sloane
は、国家責任条文二五条の注釈に挙げられた国家実行と裁判例、及びその他の関連する国家実行と
裁判例を検討し、緊急避難は慣習国際法として存在するが、それは避難行為が国家の「安全保障上の脅威（
security
threat ） 」を理由としてなされた場合、
すなわち国家の生存自体が危険に晒されている場合
に限られると指摘す
る
）2（
（
。
これに対して、国家責任条文二五条 、国家の「不可欠の利益（
essentialinterest ） 」の保護というより広範でより
多様な利益の保護を目的と た を認めている点で、既存の慣習国際法の法典化ではなく、国際法の漸進的発達にあたるとされる
）2（
（
。そして、
Sloane
は、近年の緊急避難の援用例の増大に触れながら、緊急避難の性格及び範
囲を拡大した国家責任条文二五条がその濫用を助長している可能性を指摘している
）2（
（
。
最後に山田は、国家責任条文二五条の注釈に挙げられた国家実行と裁判例を検討し、緊急避難規則が従来から慣
習国際法として確立していたとは言い難い 指摘する
）2（
（
。そして、国際法委員会における緊急避難規則の起草作業を
検討して、国家責任条文二五条は、緊急避 の濫用 危険といった問題点を相当程度克服するもので、近年緊急避難規則が受容される傾向にある とも こうした緊急避難理論の進化を背景としたものであると
指適
す
る
）2（
（
。他方、
一二三
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山田は、近年の裁判例における国家責任条文二五条の具体的な適用例についても詳細な検討を行った上で、これら実践においては、同条の一部の要件等が「緊急避難援用を限定するべく、実質的に機能しているように思えない」として懸念を表明している
）2（
（
。
右の先行研究は、緊急避難に関する国家実行・裁判例の丹念な検証によって、その慣習国際法としての性格如何
や国家責任条文二五条の意味を明らかにしたもので、いずれも極めて重要な貢献であることに疑いはない。しかしながら、その論証の実質については くつかの疑問点がな わけではない。
まず
H
eathcote
の論考については、国家責任条文二五条をいわば国際法上の緊急避難の唯一の存在形態であるか
のように理解し これをもとに緊急避難の慣習国際法として 性格如何を検討し いる点に問題がある。というのは、
H
eathcote
は、学説における国際法上の緊急避難の定式は
G
rotius
の時代から国家責任条文二五条に至るまで概
ね一定であるとし、また各国国内法上の もこれと同様 かたち 定式化されていると主張
る
）（（
（
。そして、
国際法上の緊急避難 関する 実行・裁判例の検討にお ては、例えば、国家責任条文二五条は緊急避難を違法性阻却事由として定式化 てい と ろ、こ 行では緊急避難が主観的権利として援用されているといった理由をもって、その先例としての意義を否定している
）（1
（
。すなわち、ここにおいては緊急避難の定式の唯一性が前提とさ
れて、その慣習国際法としての性格如何の問題が 国家 や裁判例 国家責任条文二五条の定式に適合す かという問いに帰着されているのである。しかしながら、こうした前提が妥当であるかは疑問であ 。ほかならぬG
rotius
自身が緊急避難を
主観的
権利として性格づけていたことに鑑みて
も
）（2
（
、学説における国際法上の緊急避難の
定式は
概ね
一定であるとの理解は首肯し難く、またまさに
H
eathcote
が指摘するところの国際
共同体
の構造上の特
質（社会的な連帯と一般的かつ義務的な司法機関 欠 ）に鑑みれば、国際法においては 内法とは異なる緊急避
一二四
難の定式があったとしても不思議ではないからである
）（（
（
。したがって、国家実行や裁判例が国家責任条文二五条の定
式に適合するものでなかったとしても、緊急避難は慣習国際法上の原則ではないとまでは言えないはずで、またそれゆえ、同条に対するその評価の意義も限定的 ものにとどまるものと言わざるを得ない。
次に
Sloane
の論考については、避難行為によって保護される利益の種類と程度を混同し、その結果、同氏が慣
習国際法上の緊急避難の基準として主張する「安全保障上の脅威」という概念は、これとは区別されるべき基準とされる 家責任条文二五 「不可欠 利益」 いう概念と実質的 変わりのない程度にまで希釈化 ているという問題がある。すなわち
Sloane
は、一方で、 「安全保障上の脅威」とは、国家の生存自体が危ぶまれる場合を指
すのに対して、 「不可欠の利益」の範囲はより広く、環境保護や経済的な生存等の利益 含むもの あると指摘している
）（（
（
。しかしながら、また一方で、経済的な生存を目的とした緊急避難の抗弁が肯定されているように思われる
国家実行・裁判例については、避難行為国が国家の生存が危険に晒されていると主張していたことをもって、 「安全保障上の脅威」を理由とした緊急 の抗弁と変わりがないと主張している
）（（
（
。このことは、むろん避難行為がい
かなる目的でなされたものであっ としても、避難行為国自身がそれを国家の生存を目 とした行為として性格づけさえすれば、緊急避難 抗弁として認められうることを主張しているのではなく、経済的な生存といった利益であっても、その程度が大きければ、国家の生存とい 同視でき、したがって「安全保障上の脅威」を理由とした緊急避難の抗弁として理解できるこ を主張したも と思われる。 か な ら、国家責任条文二五条における「不可欠の利益」という基準も、避難行為 よ て保護され 利益 程度が重大 ものであること 要求している点では、 「安全保障上の脅威」という基準と変わりはない。そ ゆえ、これら二つの基準にいかなる違いがあるかは明らかではなく、またそうだ すれば 緊急避難の性格及び範囲を拡大した国家責任条文二五条は緊急避難の
一二五
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
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-
二）
濫用を助長する可能性があるとの指摘も、理由を欠くものと言わざるを得ない。
最後に山田の論考については、国家責任条文二五条の注釈に挙げられた国家実行や裁判例を同一の緊急避難規則
に関するものと措定し、その慣習国際法としての性格如何を検討している点に疑問がないわけではない。というのは、山田は、注釈で引用された国家実行や裁判例の中には、緊急避難規則の存在を肯定したとの評価が可能な例もあるとしつつ、しかしその存在を否定した例もあるため、緊急避難規則が従来から慣習国際法として確立して たとは言い難いと指摘 ている
）（（
（
。しかしながら、これら国家実行や裁判例が同一の緊急避難規則を援用し、またはこ
れについて判断 たものであったかは自明ではなく、これら実行 間における緊急避難規則に対する評価の相違は、ある緊急避難規則の承認とまた別 緊急避難規則 否認を意味するも であった可能性も否定できないように思れる。また山田 、緊急避難規則の慣習国際法として 格 否定しつつ 国家責任条文二五条 起草作業につて検討し、こ を緊急避難 濫用の危険と った問題点を克服する の 評価している。こうした「今ある法」から「あるべき法」への研究視点 移行 背景には、緊急避難の濫用の危険に鑑み その安易な肯定論を戒めつつ、他方、国際法においても「法の極み 不正 極み」という場合が生じうること 、 「より賢明な肯定論」を目指すという同氏の基本的な問題意識が介在 ているもの 推察されるが
）（（
（
、仮に国際法において緊急避難規則は存在
しなかったな ば、その濫用の危険ももとより存在しない。にも かわらず緊急避難規則の必要性を主張す ならば、それはいか る場合にいかな 理由で認められるべきかという問題こそが、まずは明らかにされねばならないようにも思われる。
右のような学説状況に鑑みて、本稿では、次の検討を行う。まず第１章において、国家責任条文二五条の注釈
において緊急避難の先例として挙げられている国家実行・裁判例を主な素材 して、緊急避難の存在はこれら実行
一二六
において支持されていたのかという問題について検討する。その際、国際法上の緊急避難を予め国家責任条文二五条の定式に限定することも、また反対に同注釈に挙げられたすべて 抗弁を包摂するものとして措定することも差し控えねばならない。むしろ、緊急避難の先例とされる抗弁が、実際には、いかなる危難に対して、いかな 要件の下で、いかなる効果を意図 なされ も であったかを明 かにした上で その受容の状況を検討する必要がある。次に第２章において、国家責任条文二五条の意味について検討する。国家責任条文二五条は一見して極めて厳格な要件の下で、国際義務違反によって生じる違法性を阻却す 事由として起草されたが、こうした二五条の内容はいかに導かれたの 、また第１章における検討 結果等 照らし 、いかに評価されるべき を明らかにする。第
1章
　
国際法上の緊急避難に関する国家実行・裁判例
国家責任条文二五条の起草に先立つ時代において、緊急避難の存在は国家実行や裁判例において支持されていた
のか、またそうだとすれば、それはいかなる危難に対して、いかなる要件の下で、いかなる効果を生じるものとして存在してい のかという問題の解明が本章の課題である。
こうした課題への取り組みにあたって、本章では、国家責任条文二五条の注釈において、慣習国際法上の緊急避
難の存在を支持 は示唆する実行として挙げられている国家実行・裁判例を中心に検討する。緊急避難の先例と解しうるすべての実行を探し出し、検討を加えることはもとより筆者の能力を超えるが、国家責任条文二五条の注釈の学説とし の重要性、またそれゆえ緊急避難の慣習国際法 しての性格如何について検討した近年の先行
一二七
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研究においても、同注釈で挙げられた国家実行や裁判例が主な検討対象とされていることに鑑みるならば
）（（
（
、少なく
ともそれら実行について検討することは不可欠であると考えられるからである。もっとも、国家責任条文二五条の注釈において緊急避難の先例と解しうるすべての実行が言及されてい 保証はなく、このことは、そこで言及されていないいくつかの を補足したと ても同じである。この点で、本稿における検討に必然的な限界が存在することは明記して く必要があろう。
ところで、こうした国家実行・裁判例における緊急避難の検討にあたっては、それが法的概念として、すなわち
国際義務違反の否定や正当化または免責と っ 法的効果を意図して主張されたものであるか否かに注意が必要である。これら国家実行・裁判例における当事国や裁判所の見解は、英語またはフランス語 記されてい が、
“ne-
cessity ” や
“nécessité ” の語は多義的で、法的概念としての「緊急避難」だけでなく、 「必然性」 、 「不可欠性」 、 「窮乏
性」といった一般用語とし の意味も有するからであ
る
）（（
（
。以後
“necessity ” や
“nécessité ” の語を法的概念であるか
一般用語であるかに予断を与えることなく訳するときは、 「必要性」という語を用いる と する。
また国家実行・裁判例における緊急避難の検討にあたっては、これを援用する国の主張だけでなく、むしろその
相手国または裁判所が、それら主張をいかに評価したかが重要となる ただし、このことは、これら国家実行・裁判例において緊急避難の抗弁が認められて なければ、緊急避難の存在を支持する実行として解 得ないことを意味するわけではない
）（（
（
。避難行為の違法性や避難行為国の責任を主張する国が、自ら緊急避難の抗弁を是認するとは
もとより考え難く、 個々の裁判例において緊急避難の抗弁が否認されていたとしても、それが一貫した緊急避難規則の適用の結果とし なされたものであったとすれば、そのことは、むしろ同規則の存在を支持するものと解しうるからである
）（1
（
。
一二八
以下では、これら諸点を念頭に国家実行・裁判例の分析を行う。
（１）
　
法的な抗弁がなされていたか疑わしいケース
国家責任条文二五条の注釈（以下、注釈）で挙げられている国家実行・裁判例の中には、そもそも国際義務違反
の否定や正当化または免責といった法的な効果を意図した抗弁がなされていたか疑わしいケースがある。
例えば、ロシアによるオットセイ捕獲禁止事件（一八九三年）においては、前年のオットセイ狩猟期に自国（カ
ナダ）の漁船を公海上でロシアによって拿捕された英国が、自国の漁業者からの要請を受けて、新たな狩猟期においてはいかなる海域でオットセイ猟を認めるかについてロシアの確認を求めている
）（2
（
。これに対して、ロシアは、英
国大使に宛てた書簡の中 、ロシア沿岸 おけ オットセイは絶滅 危機に瀕し とし、その沿岸から一〇海里、及びコマンドルスキー諸島・ ベン島の周囲三〇海里までの海域におけるオットセイの捕獲を禁止する意向を示している。同国 、 か 措置は 狩猟期の到来に鑑みた即時の暫定措置 「絶対的な必要性（
nécessitéabsol-
ue ） 」のためにとられるものであるとし、例外的な状況の下での予防的な性格の措置であると説明している。そし
て、これら海域におけるオットセイ猟 問題を永続的に解決する条約の締結に向けた 欲を表明
）（（
（
。
注釈は、右の書簡で示されたロシアの見解を慣習国際法上の緊急避難 存在を支持し、または示唆する実行とし
て引用し いる
）（（
（
。このことは、特に右のロシアの見解にみられる「絶対的な必要性」という語に着目したものと思
われるが、これが法的概念として、すなわち「緊急避難」 意味するものとして用いられたものであったかは疑問である。右のロシアの見解は、もとより新たな狩猟期の到来に先立って、オットセイ猟 取締まりに関するロシア
一二九
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の意向を確認した英国に対する「提案」としてなされたもので、 「上で説明した議論の重要性は、きっと英国政府の見識のある評価においても見落とされるこ はないであろう」といった言及からも
）（（
（
、その趣旨は、自らの予定す
る措置を法的に擁護することにあった いうよりは、それら措置に対する英国政府の理解を慫慂することにあ たと考えられるからである
）（（
（
。
また中央ロドピの森事件（一九三四年）においては、仲裁裁判所によってギリシャに対する賠償金の支払いを命
じられたブルガリアが、これ 期日までに履行しなかったとして ギリシャにより国際連盟理事会へ提訴されたが、その際ブルガリアは、仲裁判決 よって課された義務を回避す 意図 く、ただし現在の財政状況 下では現金で支払いを行うこ ができないとして、現物供与等のその他の方法による支払 について、ギリシャ と「友好的な解決（
friendlysettlem
ent ） 」に達することを希望する旨表明してい
る
）（（
（
。これに対して、ギリシャも、ブルガリ
アの財政難に鑑みて、その提案に同意するとし の質や量につ て、ブルガリア政府との合意によって即座に解決する意向を表明している
）（（
（
。
注釈は、本件を重大な財政難によって、当初予定されていたものとは異なる方法による義務の履行が正当化され
た例として引用し、やはり慣習国際法上の緊急避難の存在を支持し、または示唆する実行 理解している うに
見受けられ
る
）（（
（
。しかしながら、本件においてブルガリアは、 「必要性」という語に言及していたわけではなく、
またその見解が、そもそも現物供与等 その他 方法 よる義務の履行を法的に正当化 ことを意図 たものであったかも疑わしい。むしろ、 「友好的な解決に達することを希望する」といっ 言及からは、その趣旨はあくまでも、紛争相手国であるギリシャに対して、当事 間の自発的な交渉によ 問題の解決を呼びかけ にあったと考えられるからである。
一三〇
さらに注釈が引用している国家実行として、トリー・キャニオン号事件（一九六七年）がある。同事件は、英国
沿岸の公海上で座礁したリベリア船籍のタンカーが、自国の海岸への原油の漂着を恐れた英国によって、船体引上げといったその他の試みの後に爆破されたという事件であるが
）（（
（
、特に第一読草案三三条の注釈は、これを国際法上
の緊急避難の代表例とみなしうるかもしれない まで述べてい
）（1
（
。もっとも、かかる措置の実施にあたって、英国
自身は、 「必要性」への言及はおろか、自己の行為を擁護するいかなる主張も行っていない。本件においては、当該船舶の所有者も、ま 当該船舶の旗国も 英国 措置に対してなんらの抗議も行わなかったからである
）（2
（
。
にもかかわらず右の注釈は、 「たとえ船舶所有者がその難破船を放棄せずその破壊に反対していたとしても、英
国政府によってとられた措置は、 『緊急状態（
stateofnecessity ） 』によって、国際法上適法な措置として認められ
ざるをえなかったと考えられる」と指摘し
）（（
（
、既述の通りこれを国際法上の緊急避難の代表例としてみなしうるかも
しれないと主張している。しかしながら ここで同注釈が論じているのは、ある国の行為が緊急避難によって正当化されうるかでは く、 「国が自 に課されたも は異なる行為を正当化するために緊急状態を援用した事例」のはずである
）（（
（
。そうだとするならば、本件事実が示すのは、英国はなんらかの理由によってその責任を追及されな
かったため、自己の行為を擁護する必要がなかった いう とのみであって、これを緊急避難、あるいはその他のいかなる国際法規則の援用例として理解することも困難である
）（（
（
。
（２）
　
緊急避難が援用されたケース
注釈が慣習国際法上の緊急避難の存在を支持し、または示唆する国家実行・裁判例 して引用している実行の中
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には、確かに国際法上の緊急避難が援用されていたと考えられるケースもある。ポルトガルによる英国民財産徴発事件（一八三二年）である
）（（
（
。
同事件は、英国との間でポルトガルに在住する英国民の財産を尊重する旨約束する条約を締結していたポルトガ
ルが、内戦に従事していた政府軍へ 生活必需品の供給のため英国民の財産を徴発した事件であるが、その際、国外相からの諮問を受けた同国法務官の
Jenner は、右のポルトガルの措置について次のように述べている
）（（
（
。
　「急迫な必要性（
pressingnecessity ） 」が存在する場合には、ポルトガル政府は、それが英国人であろうが、ポ
ルトガル人であろうが、その所有者の意思に背いてまでも、軍隊の生活のために必須となりうる食糧等の物資などをその使用のために徴発する権限を有するものと思われる。なぜなら、 とポルトガルの間の条 は、いかなる状況下においても修正が不可能なほど頑強かつ堅固なもの あるとも、またはそ 規定は、国の安全さらにはその生存そのもののために絶対的かつ不可欠的に必要となりうる手段を用いる権利までもポルトガル政府から奪うほど厳格に遵守されなければならないとも、解されないからであ 。　
そのような英国臣民の財産の徴発を正当化する「必要性」の程度は、具体的な事案の状況によるが、それは切
迫し、かつ緊急のものでなければ らない。右の見解における「必要性」及び「急迫な必要性」という語は、条約義務 ら逸脱したポルトガルの措置は正当
化されるかという文脈において用いられたもので、これはまさしく国際法上の緊急避難について論じ、その存在を認めたものであったと言える。
一三二
同見解は、
M
cN
air の著作において、 「緊急避難によって条約規定に反する外国人財産の徴発が正当化されうる」
ことを示した例として紹介されてい
る
）（（
（
。そして、これを参照した第一読草案三三条の注釈においても、 「本件は、
特に両当事国が言明された原則に合意し、またそれゆえ、その要件が満たされた場合の緊急避難の抗弁の有効性を明示的 承認してい という点で、とりわけ有効な先例である」と述べられている
）（（
（
。
ところが、本件に関する英国の一次資料を仔細に検討した山田によれば、在ポルトガル英国総領事は、右の法務
官による回答に先立って、ポルトガルによる緊急避難の抗弁に対して次のように反論してい とされる
）（（
（
。
　
閣下はこの権利を緊急事態の法（
law
ofnecessity ）から演繹されようとしています。法学においてはそのよう
な法はありません。すなわち緊急事態の法はアナーキーの法なのです。…
　
そのような法はすべての社会の根本
的任務を弱めかつ蝕 でしまうかもしれません。閣下が主張するような普遍的存在どころか、そのような原始的未開状態への後戻 を防ぐことこそがすべての立 の趣旨なので 。また同じく山田によれば、英国外相は、右の法務官の回答を受け取った後、在ポルトガル英国総領事に宛てた書
簡において、次のような見解を伝達していたとされる
）（1
（
。
　
英国政府は
Santarem
候の一一月五日及び一九日付書簡で述べられた理論を受け入れることはできません。
Santarem
候はポルトガル政府が判定者たるところの緊急事態（
necessity ）により、同政府に二国間条約に違反し
英国臣民の財産を好きなように扱う権限が与えられると主張 ていま 。
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この理論は、条約に拘束力があるのはその遵守が両当事国の便宜と利益に適合しうる場合のみであり、かつ両
当事国が備えるように特に予定された状況がまさに生じる場合には、相手国の違反や不正義から自国臣民を守ることを明確に意図した約束が義務ではなくなると言っているに等しいのです。そして、同外相は、その後の書簡 おいても、ポルトガル軍の「不正な手続」によって英国国民が被った損害全
体について、ポルトガル政府に対して「完全かつ迅速な金銭賠償」を請求するよう指示を与えていたとされる
）（2
（
。
すなわち英国は 実際に 右 法務官の見解を採用し かったのであって、同見解は英国自身の見解とは区別
される個人的な意見にとどまるものだったのである。この点で、とりわけ注意すべきは、英国総領事の反論も、同外相の見解も、国際法における緊急避難の抗弁 存在を認めた上 本件における要件の充足性を否定しているのではなく、国際法における緊急避難の存在自体を否定してい ように思われる点である。したがって、本件は、「両当事国が言明された原則に合意し（た） 」事例というよりは、むしろ一方の当事国によって言明された緊急避難の原則が、もう一方の当事国 よっ 否定された事例として理解されるべきものだったのであ 。（３）
　
自衛または不可抗力が援用されたケース
注釈で引用された国家実行・裁判例の中には、右のポルトガルによる英国民財産徴発事件のほかにも、自国に生
じたなんらかの危難が、国際義務違反を否定し、または正当化ないし免責する事由として主張されていたケースがある。しかしながら、これらケースにおいては、 「必要性」という語ではなく、または「必要性」という語に加え
一三四
て、 「自衛（
self-defense ） 」もしくは「不可抗力（
force m
a
jeu
re ） 」という語が用いられている。以下では、これら
国家実行・裁判例の検討を進める。
１
　
自衛が援用されたケース
注釈において引用されている国家実行・裁判例のうち、 「自衛」の語を用いた抗弁がなされていたのがカロライ
ン号事件（一八三七年）である
）（（
（
。
同事件は、英国国防軍が、米国領域に侵入して、カナダ 反徒に対して新兵や軍事その他の物資を運搬していた
米国船カロライン号を攻撃し、破壊したという事件であるが、カロライン号の破壊と米国国民の殺害、及び米国の領域主権に対する侵害に関して抗議を っ 米国に対し
て
）（（
（
、英国は、 「自衛と自己保存の必要性（
necessityofself
defenseandselfpreservation ） 」に言及して自己の行為を正当化してい
る
）（（
（
。これに対して米国がさらなる抗議を行っ
たものの
）（（
（
、英国からの返答はなされなかったが、その後カロライン号への攻撃に関与したとされる英国人が米国に
おいて逮捕されるに至って、同 をめぐる両国間の紛争も再燃することになる。そして、そ 際米国により提示されたのが、いわゆ ウェブスター・フォーミュラを表明 のとして広く知られる次の見解である
）（（
（
。
　
英国政府は、差し迫っていて、圧倒的で、手段の選択肢も、熟慮の時間もないような「自衛の必要性（
necessi-
tyofself-defense ） 」を示さなければならない。また仮にそのときの「必要性」によって米国領域への侵入が認め
られるとしても、英国政府は、カナダの地方当局がなんら不合理または過剰なことを行っていなかったことを示さなけ ばならない。なぜなら「自衛の必要性」によって正当化される行為は、その「必要性」によって限定さ
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れ、また疑いなくその範囲にとどまるものでなければならないからである。カロライン号の乗員に対する警告や抗議が現実的でなく、有効でなかったことが示されなければならない。夜明けまで待てなかったことが示されなければならない。罪人と無実 者を区別できなかったことが示され ければならない。船を拿捕し、抑留するだけでは不十分であっ ことが示されなければなら い。そして、反対に岸に停泊し、乗員が無防備のまま眠っているカロライン号を夜の闇に紛れて攻撃し、その乗員の一部を殺害し、また一部にけがを負わせた上で、これを瀑布の急流に引きずり込んで火を放ち こに罪人だけで く無実の者 い いか、死者だけでなく生きている者がいな かを顧みることなく、想像するだに恐ろしい運命を辿らせ に現在かつ不可避の「必要性」があったことが示されなければなら い。米国政府は、 れらすべての「必要性」が存在していたとは信じられない。すなわち米国は、一方で、 「自衛の必要性」に基づく英国の行為の正当化 可能性 認めつつ、また一方で、か
かる正当化のための要件を詳述し、本件における英国の行為は、これら要件を満たすものでなかったとして、抗議を行ったのである。
英国は、その後も「自衛（
self-defense ） 」に依拠して自己の行為を正当化したが、問題は、 「差し迫っていて、
圧倒的で、手段の選択肢も、熟慮の時間もないような『自衛の必要性』 」が存在したかであるとして、右のウェブスター・フォーミュラを受け入れている
）（（
（
。これに対して、米国も、依然として英国の行為がこれら要件を満たすも
のでなかったこと 主張したが、英国がウェブスター・フォーミュラを受け入れたことなどに満足した 紛争の最終的な解決に同意している
）（（
（
。
本件においては、米国の領域に侵入し、その国民の財産を破壊し、またその国民を殺害した英国の責任が問われ
一三六
ているのであって、ここにおける英国の抗弁が、自己の行為を正当化し、その責任を否定するという法的な効果を意図してなされたものであることに疑いはない。そして、米国は、その要件の非充足性 理由として、英国の抗弁を否認し ものの、その要件が満たされれば、英国の行為が正当化されうることは認めていたのであって、ここにおいて、かか 抗弁 存在自体は承認されていたとみて差し支えない。
他方、両当事国は、こうした抗弁について、 「必要性」という語だけでなく、 「自衛」という語を用いている。に
もかかわらず注釈は 本件を自衛ではなく、緊急避難に関する先例と 扱って るが、その理由 、第一読草案の注釈において、次のように説明 ている
）（（
（
。
　
自衛に基づき行動する国も、緊急状態に基づき行動する国と同じく、差し迫った危険または危難に対して行動
し、これら危険または危難は、いずれの場合においても、重大で 急迫していて、その他の手段による対応が不可能なものでなければならない。しかしながら、既に指摘したように緊 避難の抗弁による場合には、国際義務に合致し い国の行為の対象と る国は、完全に無実で、そう 行為をとった国に対してなんら 国際法違反も犯していない国であってもよい。その 自ら 行為 よっ 他国を脅かす危険にまったく寄与していてもよいのである。これに対して、自衛に基づく国の行為の対象となる国は、それ自身が他国に対する脅威 原因になって る国である。そ 国自身が危険を作り出し、また国際法上違法な行為によってこれを作り出したというだけでなく、武力行使を一般的に禁止する既存 際法 違反という特定的で重大な違法行為 よ これを作り出しているのである。
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すなわち、自衛と緊急避難は、差し迫った危険に対してとられる行為という点では共通しているが、前者がその
行為の名宛国による先行違法行為、それも武力行使の禁止という特定の国際義務違反を前提としているのに対して、後者はかかる前提を要さないという点で区別される。ところで、カロライン号事件における英国に対する危険は、米国国民及びその財産 って作り出されたものではあっても、米国自身による によって作り出されたものではない
）（1
（
。それゆえ、本件は、自衛という語が用いられてはいるが、実際には緊急避難に関する先例として
理解されるというわけである。
それでは、本件において、こうした意味における「緊急避難」 （以下、暫定的に「自衛型緊急避難」と呼ぶこと
にする）は、いかなる危難に対して、いかな 要件の下で、いかなる効果を意図した抗弁としてなされていたのであろうか。
このうちまず危難の種類については、本件における差し迫った危険は、避難行為の名宛国の領域、つまりその国
の排他的な管轄権が及ぶ空間において生じたも であったことに注意が必要であ 。すなわち 英 の避難行為は、あくまでも自国の管轄下において他国に対する危険が生じ、しかしそ 危険を自ら排除することができなかった国に向けられた ので
）（2
（
、これとはまったく無関係の国に対してなされたものではない。注釈は、先行違法行為の有無
（ 「不正対正」か、 「正対正」か）という観点から、本件を自衛ではなく、緊急避難の援用例として性格づけているが、行為の対象という観点からみるならば その行為は、危難の「転嫁」というよりは、むしろこ に対する「防衛」としての性格を有していたのであ
）（（
（
。
次に要件の内容については、まさにウェブスター・フォーミュラとして定式化されているところである。すなわ
ち、
W
ebster は、①「英国政府は、差し迫っていて、圧倒的で、手段の選択肢も、熟慮の時間もないような『自衛
一三八
の必要性』を示さなければならない」とし、②「また仮にそのときの『必要性』によって米国領域への侵入が認められるとしても、英国政府は、カナダの地方当局がなんら不合理または過剰なことを行っていなかったことを示さなければならない」と述べている。このうち①の「差し迫っていて、圧倒的で、手段の選択肢も、熟慮の時間もない『自衛の必要性』 」という要素は「必要性（
necessity ） 」の要件、また②の「なんら不合理または過剰なことを行
って なかった」という要素は「均衡性（
proportionality ） 」の要件を表し、ここで言う「緊急避難」の抗弁が成立
するためには、こ ら二つの 件の双方が満たされなければならないと解され いる
）（（
（
。
最後にカロライン号事件において、 「緊急避難」の抗弁は、米国の領域に侵入し、米国国民の財産を破壊し、ま
たその国民を殺害した英国 行為を正当化する事由として提起さ ている。 たがって、 成立が認められれば、英国はこれら行為によって生じる国際法上の責任
を否定さ
れることになる。本件において米国は、 「米国国民の財
産の破壊及び殺人」に対する救済を求め
）（（
（
、また「米国の主権と威信に対する侵害」の回復を要求したが
）（（
（
、ここにお
いて「緊急避難」は、これら有体的及び非有体的損害の双方を賠償する義務を否定す 根拠 し 援用されているのである。
ただし、この点に関して注意が必要であるのは、英国は「緊急避難」を援用し、自己の行為を正当化しながらも、
事件直後に説明と陳謝を行わなかったことに遺憾の意を表明して たことであ
る
）（（
（
。右で述べたように「緊急避難」
の抗弁が認められるならば、米国に対する陳謝の義務は生じないはずであるため、かか 事実 もって、本件は法的概念としての「緊急避難」を援用したものではないとする学説も存在す
る
）（（
（
。しかしながら、仮に本件における
「緊急避難」が非法的な概念として援用されていたとしても、それによって英国の行為が正当化されるならば、なぜ陳謝が行われねばならなかったかはやはり明ら ではなく、それゆえこうした事実 みをもって、その法的な性
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格を否定する見解は説得的なものとは思われない。紛争の最終的な解決に同意した右の米国の書簡においても、ここで言う「緊急避難」 、
「 （領域不可侵に関する）規則の例外」として認められていたのであって
）（（
（
、むしろ英国に
よってなされた遺憾の意の表明こそが、 「緊急避難」の抗弁の成立如何に関する見解の相違を据え置きしつつ、紛争を終結するための非法的な行為として理解されるべきも であったと言える。
注釈において引用された国家実行・裁判例のうち、ここで言う「緊急避難」に該当するのは、右で検討したカロ
ライン号事件だけである。もっとも、一方の当事国が、自国領域へ 攻撃を企図している武装集団 鎮圧等、外領域ないしその管轄下において生じた危険に対する「防衛」を目的とした行為を正当化し、もう一方の当事国も、その具体的な要件 充足性は別として、そうした事由の存在自体は認めていたと考えられるケースはそのほか複数存在する
）（（
（
。
例えば、米墨国境事件（一八三六年）においては
）（1
（
、メキシコ原住民が騒乱を企てているとの情報を受けた米国部
隊が、その鎮圧 ためにメキシコ領内に侵入したところ、メキシコが「我 国の名誉と権利は、米国部隊によ 領域の侵害と れに続くナコドチェス 占領によって大きく傷つけられた」と抗議した
が
）（2
（
、これに対して米国は、
「不変の自衛原則（
im
m
utableprinciplesofselfdefence ） 」に基づく措置として、自己の行為を正当化している
）（（
（
。他方、
メキシコは、本件における米国の権利を否定したものの、危険が差し迫っていて、その他のいかなる方法によっても回避が不可能で、また によって回避される侵害が、惹起される侵害よりもはるかに大きい場合には、かかる目的のためになされる行為が、 「自衛原則（
principleofselfdefence ） 」によって正当化されうることを認めている
）（（
（
。
またヴァージニアス号事件（一八七三年）においては
）（（
（
、スペイン領キューバに対する敵対的活動に従事していた
同船舶を公海上で拿捕し、そ 乗員を抑留し、処刑したスペインに対して 一部乗員 国籍国であった英国が抗議
一四〇
し、賠償を請求したが、その際英国は、船舶の拿捕と乗員の拘禁は、請求の対象にしていない。英国によれば、ヴァージニアス号の拿捕および乗員の
拘禁
がなされて以後は、 「 『急迫する自衛の必要性（
im
m
inentnecessityofself-
defense ） 』の抗弁は主張できない」が、 「差し迫った損害の予想の下で国によってなされる自衛のための行為は、
個人によってなされるも と同様、多くは免責されうる」からである
）（（
（
。
これら事例においても、 「必要性」という語ではなく、または「必要性」という語に加えて、 「自衛」という語が
用いられているが、 「自衛」行為の名宛国による先行違法行為が前提とされていたわけではなく、その有無を基準とした概念区分によるならば カロライン号事件と同じく、 「緊急避難」の援用例として理解されることになる。そして、これ 事例の存在に鑑みるならば、こうした意味における「緊急避難」 、すなわち外国領域やそ 排他的な管轄下において生じた危険に対する「防衛」を目的として、当該外 に対して負う国際義務から逸脱する行為を正当化し、これによって生じる責任を否定する事由としての「緊急避難」は、確かに国家実行において支持されていたと考えられるのである。
２
　
不可抗力が援用されたケース
注釈において引用されている国家実行・裁判例のうち、 「不可抗力」の語を用 た抗弁が されていたケースは
複数ある。
例えば、ベネズエラ鉄道フランス会社事件（一九〇五年）においては
）（（
（
、ベネズエラにおいて鉄道等を運営してい
たフランスの会社が、ベネズエラ政府が同社 負っ いた金銭債務 弁済しなかったことなどによって運営を続けることができなくなったとして、フ ンス ベネズエラに損害賠償を請求したが、この点につき、フランス・ベネ
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ズエラ混合請求委員会は次のように判示している
）（（
（
。
　
原告会社は、一八九九年の九月に「不可抗力（
force m
a
jeu
re ） 」によって運営を続けることができなくなった
が、被告政府も、これと同じ原因によって原告会社に対する負債を弁済することができなくなっていたのである。被告政府には、いかなる点及びいかなる程度においても、原告会社を害し、その利益を損なう目的や意図があったとは認められない。その作為 不作為は、まったく異なる理由や動機によって生じ、引き起こされたものである。その第一義的 義務は そ 自身に対す ものである。自らの保存こそが、至高である。その歳入は、当然にそうした目的のために充てられていたのである。当該会社の財源 訴えは 空の国庫 または戦費の需要のためにだけに充て る国庫に向けられたものだったまた対ロシア補償事件（一九一二年） お ては
）（（
（
、コンスタンチノープル平和条約五条によって金銭債務を負っ
たオスマントルコ帝国が、その清算に二〇年以上の年月を費やしたとして、ロシアがオスマントルコ帝国に遅延利息を請求したが、オスマントルコ帝国は、一般国際法における遅延利息の存在を否定しつつ、その抗弁の一つとして「不可抗力（
force m
a
jeu
re ） 」を主張している
）（（
（
。これに対して、常設国際仲裁裁判所は次のように判示している
）（1
（
。
　
最初
に挙げられた「不可抗力（
force m
a
jeu
re ） 」の抗弁は、私法においてと同様に国際法においても主張しう
る。国際法は政治的な「必要性（
nécessité ） 」に適応しなければならない。ロシア帝国政府は、国家の生存自体
が危険に晒されている場合、国際義務の遵守が自己破壊的である場合には、条約を履行する国家の義務が弱まり
一四二
うることを認めている。　
トルコが、一八八一年から一九〇二年の間、内的及び外的な事件（反乱、戦争）によって極度に深刻な財政難
に直面し、その歳入の大部分を特別の目的に割り当て、その財政の一部を外国による管理に委ね、またオスマントルコ銀行に支払猶予 与えることすら余儀なくされ、一般的に遅滞や懈怠なくその義務を履行することが不可能で、またそれすら重大な犠牲のもとになされていたことは、オスマントルコ帝国が不可抗力の抗弁にあたって疑いなく証明しているところである。しかし、そ 一方で、これと同じ期間、また特にオスマントルコ銀行の創設以降においては、トルコは、有利なレートでローン契約を結び、借り換えをし そしてその公的債 相当部分、およそ三億五千万フランの債務を償却するこ ができたと言われている。ロシアの権利者 対して負っていた六百万フランという比較的少額な い（または支払いのためのローン契約の締結）が オスマントルコ帝国の生存を危うくし、またはその内的あ いは外的 状況を著 く危険に晒すものであったと認めることは、明らかに誇張であろ 。さらにセルビア公債事件（一九二九年）におい は
）（2
（
、フランスが、同国国民所有のセルビア公債の利子及び元本
をその契約に記載の通り金フランで支払うよう求めたのに対して、セルビアは、当時その価値が大幅に下落していた紙幣フランによる支払いを主張したが、その際同国は、紙幣フランによる支払いによって不法な利益を得ようとしているわけではなく、むしろそれは戦争及び れにともなう未曾有の財政的負担と う支配を超えた力、すなわち「不可抗力（
force m
a
jeu
re ） 」によるものであったことを主張してい
る
）（（
（
。これに対して、常設国際司法裁判所は
次のように判示している
）（（
（
。
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　「不可抗力（
force m
a
jeu
re ） 」―その経済的結果がいかに重大なものであっても、戦争それ自体が、セルビア
政府とフランス人公債保有者の契約の法的義務に影響を与えたとは言えない。戦争によって生じた経済的混乱は、付託合意第二条が規定する交渉や、 （もし付託されることになれば）仲裁判決において間違いなく適切に斟酌されるであろう衡平の考慮を提起しうるが
）（（
（
、債務国をその義務から免除するものではなかったのである。
最後にベルギー商事会社事件（一九三九年）においては
）（（
（
、ギリシャとベルギー商事会社の公債契約において定め
られた仲裁条項に基づく仲裁裁判所の判決によって、ベルギー商事会社に対して金銭支払義務を負ったギリシャが、当該金銭支払義務を履行していないとして、ベルギーがギリシャにその支払いを求めたが、これに対してギリシャは、次のような抗弁を行っている
）（（
（
。
　
これほどの金額を即座にまた完全に支払うことは、限られた財源しか有さないギリシャの財政能力を超える。
この額はギリシャの年間予算のかなりの割合に相当し、国の通常の公共サービスの実施を完全に危うくすることなくして、そのような大きな額を予算請求することはまったく不可能である。
　
…
　
したがって、ベルギー政府が考えているように思われるような「拒否（
refus ） 」または「不法な行為（
acte
fautif ） 」は存在しない。この問題につき、ギリシャに「過失（
faute ） 」の責めを帰することは不可能である。そ
の支配を超えた「抗し難い必要性（
nécessitéim
périeuse ） 」 、すなわち「不可抗力（
force m
a
jeu
re ） 」の事実によ
って、ギリシャ政府は、判決 実施を強く望んではいるけれども、当該会社に対して、ギリシャの対外債務 清
一四四
算のための最終的な取り決めがなされるまでの間、部分的な支払い及びその他の債権者によって受け入れたものと同様 暫定的な取り決めの締結を受け入れるよう提案することを余儀なくされているのである。これに対して、ベルギーは、ギリシャによって提起された「不可抗力」の抗弁、すなわち国はそ 不可欠の公共
サービスが危うくなる場合には債務を支払う義務を負わないという見解に「原則としては間違いなく同意する」とし
）（（
（
、さらにそうした意味における不可抗力は、判 の否定に相当するような支払い 「拒否」にあたるものではな
く、 「過失」に該当するものではないとの見解を示してい
る
）（（
（
。他方、常設国際司法裁判所は、その後ベルギーがギ
リシャによる国際義務違反の宣言と金銭賠償に関する請求を取り下げたため
）（（（
（
、ギリシャは「不可抗力」によって判
決の不履行を正当化されるかという問題につき判断していないが、そうし 判断のためには、 「ギリシャによって主張される財政状況が本当に存在 か」を確かめ、また「判決の完全な実施がその状況に与える影響」について確認せねばならないことを指摘している
）（（（
（
。
右の裁判例は、すべて国による金銭債務の不履行が問題となった事例であるが、対ロシア補償事件を除いて、そ
れら債務は、国が外国私人に対 て負った契約上 債務である。したがって、これら債務の不履行による責任は、第一義的には、外 私人が準拠法とな 内契約法に基づいて追及することになる
）（（（
（
。しかしながら、これら裁判例
においては、外国私人の国籍 が、債務国の 家責任を追及している。そして、右の債務国による抗弁も、こうした外国私人の国籍国による請求を排斥する事由として援用されている。す わち、外国私人との契約上の金銭債務の不履行は、少なくとも一定の場合においては 債務 の国家責任を生じう ものと理解されて たのであっ
て
）（（（
（
、
右の債務国による抗弁 かかる債務 の 家責任を否定する 際 上の抗弁としてなされていたと考えられ
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である。
もっとも、そうした抗弁については、 「必要性」ではなく、 「不可抗力」という語が用いられている。にもかかわ
らず注釈は、これら事例を不可抗力ではなく、緊急避難に関する先例として扱っているが、その理由は、第一読草案の注釈において、次のように説明されている
）（（（
（
。
　「緊急状態（
stateofnecessity ） 」と三一条（不可抗力）及び三二条（遭難）で取り上げられた事由に共通する
特徴は、それによって正当化が試みられる行為の対象となった国の先行行為に関係しないという点である。それゆえ、国 外的な要因によ て国際義務に合致しない行為をとるよう仕向けられたはずであるという点が、さらに共通する特徴である。しかしながら 三一条で想定されるケースにおいては、その要因は、その行為が国に帰せ れる個人をして、国際義務 合致する行為をと ことや、あるいはその行為が国際義務によって要求される行為と一致しないと認識することを物理的に不可能とす 要因であ 。したがって、その国 よってとられた行為は、それ自体が意図的でないか、非意図的に義務に違反 もの これ 対し 、緊急状態の場合は、行為の故意的な性格、国際義務の不遵守の意図的な側面は否定し難く、そればかりか、ある意味でその正当化の主張に論理的に内在してい 。緊急状態を援用するということは、故意的に国際義務に合致しな よう 動しということを完全 認識 こと 示唆しているのである。すなわち、不可抗力と緊急避難は、行為の名宛 先行行為によるのではなく 「外 な要因」に
基づく
という
点で共通しているものの、前者は非意図的な行為を対象とするのに対して、後者は意図的な行為を対象とするとい
一四六
う点で区別される。ところで、右の四つの事例においては、債務の履行が物理的に不可能というわけではなく、むしろ債務国がその不履行を自ら選択している。それゆえ、これら事例における抗弁は、実際には緊急避難の概念に依拠 たものとして理解されるというわけであ
もっとも、これら四つの裁判例のうち、こうした意味における「緊急避難」の抗弁が認容されたのは、ベネズエ
ラ鉄道フランス会社事件だけであ しかしながら、対ロシア補償事件においても、トルコによる抗弁が一定の要件を満たせば認容され ることは、裁判所も認めている。他方、ベルギー商事会社 件 いては、国際義務違反の宣言と金銭賠償に関する請求が取り下げら たた 、裁判所による判断はなされて ないが、ベルギー ギリシャによる抗弁に「原則と ては間違いなく同意す 」旨言明 また裁判所も、その抗弁につき判断するためには、ギリシャの財政状況等について検討する必要があると述べ たことに鑑みれば ギリシャ よが一定の要件を満たせば認容されうることは、や り認めてい よ に思われ
）（（（
（
。
これに対して、セルビア公債事件における裁判所の判断は、そ 理由についてなんらの説明も行っていないため、
解釈が困難である。第一読草案三三条の注釈の起草に携わった
A
go
は、同判断は、この特定のケースにおいて「緊
急避難」の抗弁の成立を否定し に過ぎず、 「真 緊急状態（
realstateotnecessity ）」であれば、国際義務に合致
しない行為の違法性を阻却する事由として援用しうることを完全に認めていると指摘している
）（（（
（
。しかしながら、こ
こにおいて裁判所は、 「
その経済的結果がいかに重大なものであっても、戦争それ自体が、セルビア政府とフラン
ス人公債保有者の契約 的義務に影響 与えたとは言えない」 述べ たのであって、この書きぶりからすれば、むしろセルビアが「真 緊急状態」 あった も、その抗弁は否定される旨示唆し い ようにも見受けられる。
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それでは、セルビア公債事件の評価はひとまず措くとして、ここで言う「緊急避難」 （以下、暫定的に「不可抗
力型緊急避難」と呼ぶことにする）の抗弁の「原則として」の妥当性が認められたと考えられる前者三つの事例において、その抗弁は、いかなる危難に対して、いかなる要件の下で、いかなる効果を意図した抗弁としてなされていたのだろうか。
このうちまず危難の種類については、これら事例において問題とされていたのは、すべて自国の「財政難」であ
ったことが指摘できる。すなわち ベネズエラ鉄道フランス会社事件のように内戦によるものにせよ、対ロシア補償事件のように内戦と戦争の双方によるものにせよ、あるいはベルギー商事会社事件のように貿易収支の恒常的な赤字や歳入 減少及び資本流入 突然の停止といった り一般的な経済的理由に基づくも せよ
）（（（
（
、これら事例に
おいては、自国 困窮し 財政状況が、そ 責任を否定する根拠と 提起されていた である。
次に要件の内容については、先に検討した「自衛型緊急避難」のような明確な定式化はなされていないが、これ
ら事例に そこで主張された危難（財政難）が 国防や公共サービスの 供といった国家の不可欠の機能の遂行を犠牲にすることなく債務を履行することを不可能にするほど重大なものであったか否かが問題とされていたと言える。 えば、ベネズエラ鉄道フランス会社事件裁定は、国庫がすべて戦費 需要の めに充てられていた当時のベネズエラの財政状況に鑑みて、同国の賠償義務を否定してい 。また対ロシア補償事件判決にお ては、「緊急避難」の抗弁は否定されたものの、その判断は、トルコによる債務の履行が、その財政状況に鑑みて、同国の生存やその内的・外的な状況を危うくするものでなかっ ことを理由としてい 。さらにベルギー商事会社事件においては、右に述べた理由で裁判所の判断は されなかったが、紛争当事国 の財政状況が不可欠 公共サービスを危うくするほど悪化している場合には、債務を支払う義務を負わないこ を認め、また裁判所 、そ 判
一四八
断のためには、ギリシャの財政状況と債務の履行がこれに与える影響について検討せねばならないことを指摘している。
他方、これら事例においては、例えば「自衛型緊急避難」について要求されていたような急迫性、すなわち熟慮
の時間もないような差し迫った危険の存在は必ずしも必要とされていない。これら事例において主張された危難（財政難）は、債務の不履行の時点において既に現実化していたのであって、そこに危難が現実化するに至る時間的な様相について論じる余地はも や存在しないからである。注釈は、非意図的な行為か、意図的な行為かという観点から、これら事例を不可抗力ではなく、緊急避難の援用例 して性格づけているが、行為の理由と う観点からみるならば 行為は、危難の「回避」というよりは、むしろその「結果」として生じたもの、すなわち、現に存在する危難によって、
それと異なる行為をなす
ことが、 「実質的」に不可能であることを原因とするものだ
ったのである
）（（（
（
。
最後に右の事例における「緊急避難」の抗弁は、すべて金銭債務の不履行を理由とした賠償義務を否定する目的
でなされたも という点で共通している。さらにこれら事例における「緊急避難」の抗弁は、金銭債務の支払拒否や一方的な変更ではなく、すべてその「履行遅滞」 よって生じる賠償義務を否定する事由とし 用 られていたという点で共通してい 。すなわち、ベネズエラ鉄道フランス会社事件におけるフランスの請求 ベネズエラ政府がフランス会社に対して負った金銭債務を弁済しなかったために生じた損害の賠償であって、当該金銭債務の支払義務自体はベネズエラも認めてい
）（（（
（
。また対ロシア補償事件におけるロシアの請求は、トルコがロシアに
対して負った金銭債務の遅延利息であっ 、当該 自体はトルコによって完済されている。さらにベルギー商事会社事件におけるベルギーの請求は、ギリシャが仲裁判決によって負った金銭債務を弁済していないことによ
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る損害の賠償であって、ギリシャも、金銭債務の支払拒否や一方的な変更を主張していたわけではない
）（（（
（
。
これに対して、ここで言う「緊急避難」の抗弁の「原則として」の妥当性自体が否定されていたようにも見受け
られるセルビア公債事件においては、 「緊急避難」の抗弁が、金銭債務の一方的な変更を正当化する事由として主張されていたことに注意が必要である。すなわち 同事件においても、 国であるセルビアは、戦争によって生じた財政難ゆえ金銭債務 履行が不可能であることを主張していた その際同 は、こうした事情を公債契約において定めら た金フランではなく、当時その価値が大幅に下落していた紙幣フランによる支払い、つまり金銭債務の減額を正当化する事由として援用していたの 。しかしながら、財政難を金銭債務の支払拒否や一方的な変更を正当化する事由として認めうるかはもとより疑問である。国の財政状況が不可欠 公共サービスを危うくするほど悪化して る場合には、 銭債務の支払停止が認められ と ても、財政状況 改善すれば、その弁済は可能となるはずだからであ
）（（（
（
。また債務国の再起更正といった観点から、債務の減額等が認められるべき場合がある
としても、債務国がそれを独断的 行うことが認められる は考え難いからである。「その経済的結果がいかに重大なものであっても、戦争それ自体が、セルビア政府とフランス人公債保有者の
契
約の法的義務に影響を与えたとは言えない。戦争によって生じた経済的な混乱は、…債務国をそ 義務から免除させるも ではなかったのである。 」と判示したセルビア公債事件判決は、戦争によって生じたセルビアの がいかに重大なものであ としても、 の金銭債務を否定し、またはその内容を一方的に変更 き わけではないことを述べた と思われるが それが金銭債務の支払停止を認める 由となりうることま も否定す もの あったかは明らかでは い。む ろ、先に検討したベネズエラ鉄道フランス会社事件、対ロシア補償事件、及びベルギー商事会社事件 おいては、こうし 意味における「緊急避難」は「原則として」明白 認められていたと考え
一五〇
られるのであって、自国の財政難に際して、対外的な金銭債務の履行遅滞を理由とした賠償義務を否定する事由としての「緊急避難」は 確かに裁判例 おい 支持されていたと考えられるのである。（４）
　
二つの「緊急避難」とその妥当基盤
本章で検討した国家実行や裁判例において「緊急避難」が支持されていたと考えられる実行は、 「自衛型緊急避
難」の場合か、 「不可抗力型緊急避難」の場合に限られている。しかしながら、ある法規則の存在が認められていたと考えられる実行が特定の場合に限られていることは、それら特定の場合を超越したより一般的な規則が存在する可能性を当然に否定するものでは必ずしもない。もとよりすべ の実行は、個別具体的な状況の下で生じているのであって、それ 実行をそうした状況 下でのみ妥当する特定的な規則を宣明したものと解すべきか、またはより一般的な規則を適用したものと解すべきかは、それら規則が個々の実行においてい に定式化されていたかによる。
しかしながら、右の実行から、 「自衛型緊急避難」と「不可抗力型緊急避難」を包括するようなより一般的な緊
急避難規則の存在を見出すこ は困難である。
まず第一に「緊急避難」規則の存在が支持されていたと考えられる実行においては、実際には「自衛」または
「不可抗力」の概念が用いられていたのであって、これら実行のうち、いくつかの事例において散見される「必要性」の語も、それが法的概念として用いられていたかは かではない。にもかかわらずこれら事例が「緊急避難」に関する実行として性格づけられた は、先行違法行為の有無や意図的な性格の有無といったいわば 外在的
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な概念区分を後から適用した結果であるが、そもそもこれら実行自体において、異なる概念が用いられていたことは、それが同一の法規則に基づくもの かについて、大きな疑問を生ぜしめるものである。
そして第二に「緊急避難」規則の存在が支持されていたと考えられる二つの状況は、いかなる場合に「緊急避
難」の成立を認めるかという点においてその性格を相当異にする。すなわち、 「自衛型緊急避難」については、 「差し迫っていて、圧倒的で、手段の選択肢も、熟慮 時間もないような『自衛の必要性』を示さなければならな 」とされる。他方、 「不可抗力型緊急避難」については、危難の程度が重大で、それゆえ
それと異なる行為をとるこ
とが実質的に不可能であること 要求されるのみで いような差し迫った危険の存在は要求されていない。 「自衛型緊急避難」が、行為の名宛国による先行違法行為を前提としないという点で 国連憲章上の自衛とは性格を異にすることや、 「不可抗力型緊急避難」が、行為国の意図が介在してい 点で、現代的な不可抗力概念 は確かであるが、 くして「自衛」及び「不可抗力」の概念から区別さ 二つ「緊急避難」規則が、同一の法規則として観念しうるような共通した内容を有しているようには思われないのである。
もっとも、なぜ国家実行や裁判例においては、右の二つの場合、すなわち差し迫った危険が避難行為の名宛国の
領域やその排他的な管轄下にお て生じている場合か、金銭債務 履行を実質的に不可能にするような財政難が生じている場合に特定の「緊急避難」規則が認められているだけなのか。例えば、各国刑法においては、緊急避難規則は、緊急状態においてやむを得ずなされた加害行為に対す 制裁を否定する事由として広く認められている ころであって、これと同様の法規則は国際法においても妥当しうるようにも思われ 。
しかしながら、ここで留意すべきは、加害行為の名宛者 よる先行違法行為を前提としない緊急避難行為につい
一五二
ては、緊急状態においてなされたやむを得ない行為として、これに対する制裁が否定されるべきであるとしても、そのことは、かかる行為によって生じた損害賠償（補償）を否定すべき理由にはならないということである。緊急状態においてとられた加害行為が、法秩序の維持という観点からは、正当化または免責されるべきであるとしても、損害の公平な分担 いう観点からは、緊急状態 発生に んらの かわりもない第三者にこれを受忍させるべき理由はないからである
）（（（
（
。国際法における刑法類似の緊急避難規則の存在を認める学説においても、他国に生じた損害
について賠償（補償）の責を負 ことは古くから広く指摘されてきたところである
）（（（
（
。
ところで、二国間的な義務構造を有する伝統的な国際法にあっては、国家責任の主な機能は、加害行為によって
生じた損害を払拭すること った さ る。国際法上の義務が、国際社会の一般利益の実現ではなく、個別国家間の利害調整を目的と もの 以上は、その違反に際する責任の追及も、これによって生じた具体的な損害を回復すること 主眼 し、そこ 制裁の賦課を通じた法秩序 維持という観点は希薄だった である
）（（（
（
。したが
って、こうした義務構造 有する伝統的な国際法においては、責任の追及に対する抗弁 制裁の否定というよりは、損害賠償の否定を目的としてなされていたと考えられるが、緊急避難 抗弁 そもそも賠償責任を しうものでなかったならば、その意義はも より乏しいも であったと言えるであろう。そして、逆に緊急避難の抗弁が、 「無実の第三国」に対する賠償責任を否定する事由 して援用された場合（ポルトガルによる英国民財産徴発事件）には、 「緊急事態の法はアナーキーの法 のです」とし その妥当性が否定されたのである。
他方、国家実行及び裁判例において支持されていたと考えられる「自衛型緊急避難」や「不可抗力型緊急避難」
の抗弁も、賠償責任 否定を目的としてなされたものであったと考えられるが、なぜこれら場合においては、被害国に損害を受忍させることが認められてきたのか。 「自衛型緊急避難 も「不可抗力型緊急避難」も、被害国
一五三
国際法上の緊急避難に関する一考察

（都法五十五
-
二）
る先行違法行為を前提とするものではなく、むしろそのことこそが、これら事例が「緊急避難」の先例として性格づけられた理由のひとつでもあ 。
この点、まず「自衛型緊急避難」については、被害国は実際には「無実の第三国」とは言い難いという理由が指
摘できる
）（（（
（
。というのは、これらケースにおいては、加害国に対する危険は、被害国の領域または排他的な管轄下に
おいて生じていたのであって、被害国が危険を排除 き かったことに故意や過失または注意義務違反がなく、それゆえその違法性を問うことができなかった して 、そうした危険の発生は少なくとも被害国の能力の欠如によって発生したものと言わざ を得ない。すなわち、ここにおいて加害国は、いわば被害国の無能力ゆえ、これに代わって自ら危険に対処す ことを余儀 くされてい のであって、こうした場合に被害国に加害行為によって生じた損害を負担させることは、必ずしも不当であるようには思われない
）（（（
（
。
他方、 「不可抗力型緊急避難」については、なぜ被害国に損害を受忍させるべきか一見したところより理解が困
難である。というのは、これらケースにおいて被害国は 加 に生じた危難になんらのかかわりも有していたわけではなく、まさに「無実の第三国」とし 理解されるべき存在であったからである。ま 例えば各国民法の中には、金銭債務の不履行 つい は、金銭 万能的作用と極度の融通性ゆえ、文字通りの不可抗力、すな ち債務履行を「物理的」に 可能とするような外的要因によって 責任を免れえ とするものもあるとこ
ろ
）（（（
（
、 「不可抗
力型緊急避難」の事例 おいては、債務 履行が「実質 」に不可能 という理由をも その賠償義務が否定されていることは、にわかには納得し難いように思われる。
しかしながら、 「不可抗力型緊急避難」については、被害国に損害を受忍させるべき（させざるを得ない）特別
の理由が存在し、またそうした理由は 政府見解や学説においても認識され いたと言える。例えば、国際連盟ハ
一五四
ーグ法典編纂会議に際しては、各国政府に対して、国は外国人に対する金銭債務の不履行によって国家責任を負うかという質問がなされたが
）（（（
（
、南アフリカ政府は、この点につき、次のように回答している
）（（（
（
。
　
特定の国に対して金を貸した外国人は、いかなる場合においてもその国の浮沈によって不利益を被らないと期
待することは到底できない。自らの支配を超えた逆境によってすべての責任や義務を満たすことができない状況に置かれている場合には、その国は、事実上、 「遭難（
distress ） 」の状況にある。その場合、国は自らが負う義
務を序列化し 、より不可欠な利益に関わるものに優先して対応しなければならない。外国人であろうが、自国民であろうが、単に金を貸した者への支払いにあてる金を準備することを目的として、例えば、学校や大学や裁判所を閉鎖し、警察隊を解散し、公共サービスをおろそか し、そのコミュニティをカオスと無秩序に晒すことを国に期待することはできな 。個人と同様、国 ついて 、合理的に期待できることには限界がある。そのような状況 おいて、不幸の辛苦が自国民と外国人 間で衡平に分 されてい 、外国人が特 差別されているわけでは いのであれば 申立ての理由は存在 ないのである。またギリシャ政府代表として右の法典編纂会議にも参加した
Politis
らは、一八六九年のベネズエラ公債事件に
関する英国ベネズエラ混合請求委員会裁定の注釈において
）（（（
（
、この問題につき、次のように指摘している
）（（（
（
。
　
負債が確実で争いがないものであったとしても、債務国がすべてを返済しなければならないというわけではな
く、それに加えて、債務国の財 状況がこれを可能にするものでなければ らない。いかに公債の特別な性格を
一五五
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無視し、これを通常の義務と同じ規律に服せしめる誘惑に駆られようとも、負債を支払うことのできない国を破産または経済的に困窮した個人よりも厳格 扱うことはできない。こうした場合、かかる支払不能によって、債権者は支払の遅延を容認するか、または債務者の資力に釣り合った弁済を受け入れることすら求められるのである。すなわち、各国民法の中には 文字通りの不可抗力を ってしても金銭債務の不履行に って生じる賠償責任を
免れ得ないとするものもあるとはいえ、債権者はいかなる場合においても不利益を被らないというわけではもちろんない。国内においては破産手続 免責手続が存在し、これによって債務者は未済債務を免れることになるからである。これに対して、国際社会において 破産裁判所や債務不履行に陥った国の扱いについて規律する条約は存在しない
）（（（
（
。しかしながら、国防や基本的な公共サービスの提供といった国家の不可欠の機能の遂行を犠牲にしてまで
も債務を支払うよう求めるこ が適切でないこ 、右の通り政府見解や学説においても広く認められてきた ころである
）（（（
（
。そこで、国際法においては、自国の財政難に際して、対外的な金銭債務の履行遅滞を理由とした賠償義
務を否定す 抗弁の存在が認められ きたのであって、ここで言う「不可抗力型緊急避難」とは、いわば破産法の存在しない国際社会において、 「破産状態」にある国の負担を個別の債権国または債権者との間で軽減するアドホックな救済法理として機能していたと考えられる
）（（（
（
。いかに「無実の第三国」に損害を受忍させることは不合理であ
るから、加害国は賠償責任を免れ得ない はいえ、加害国がその賠償を行うこと できな 状態 ある場合には、たとえ「無実の第三国」 っても、損害を負担す とを余儀なくされたの ある。
したがって、 「自衛型緊急避難」と「不可抗力型緊急避難」について 、被害国による先行違法行為の不在にも
一五六
かかわらず、当該被害国に対して加害行為によって生じた損害を受忍させる特別の理由があったと言える。そして、このことこそが 制裁の賦課を通じた法秩序の維持というよりは、被害国によ 損害 回復を目的とする国家責任において、これ 「緊急避難」規則の存在が認められてきた理由であったと考えられるのである。
最後にここまで留保してきた問題として、これら抗弁は、 「自衛型」にせよ「不可抗力型」にせよ「緊急避難」
と呼ぶべきか、あるいは国家実行・裁判例 みられる通り「自衛」または「不可抗力」と呼ぶべきかという問題がある。繰り返しになるが、 れら抗弁が「緊急避難」として性格づけられ のは、先行違法行為の有無や意図的な性格の有無という基準を適用した結果である。しかなが 、 「自衛型緊急避難」については、危険の「転嫁」うよりはこれに対する「防衛」にあ るという点において、ま 不可抗力型緊急避難」については、将来の危難の「回避」というよりは現 存在す 危難の 結果」を承認するという点におい 、 ずれも自衛と緊急避難または不可抗力と緊急避難のいわば境界に位置する抗弁 って、必ずしも右の基準に則した用語を踏襲すべき理由はない。他方、現在の一般的理解によれば 「自衛」がその行為の名宛国による先行違法行為 それも武力行使の禁止という特定 国際義務違反を前提とする抗弁として、また「不可抗力」が非意図的な行為を正当化また 免責する抗弁 して理解されていることも確かであって この点で、右 二つ 抗弁を「通常」の自衛または不可抗力と区別するためにその 用語によって表現すること も合理的な理由がないとは言えない。
ただし、いずれにしてもここで重要であるのは、仮にこれらの抗弁を「緊急避難」と呼ぶとしても、 「自衛型緊
急避難」と「不可抗力型緊急避難」は二つの異なる「緊急避難」な であって、本章で検討した国家実 や裁判例によれば、これら二つの異 る「緊急避難」しか存在しなかったと考えられ ことである。にもかかわらず国際委員会は、これら「自衛型緊急避難」と「不可抗力型緊急避難」の援用例を引用しつつ 一 緊急避難規則を起
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草したのであるが、そうした緊急避難規則はいかにかたちづくられたのか、またその結果成立した国家責任条文二五条は、ここ 検討した「緊急避難」の実態等に照らして、いかなる意味を有している か。これら問題の検討が、次章の課題である。（
1）　
例えば、
A
lphonse R
ivier, P
rin
cip
es d
u
 d
roit d
es gen
s, vol.1 (1896), pp.277-278.
（
2）　
例えば、
C
harles de V
isscher, “L
a responsabilité des E
tats, ” B
iblioth
eca
 V
isseria
n
a
, vol.2 (1924), pp.111-112.
（
3）　
D
ionisio A
nzilotti, “L
a responsabilité international des E
tats à raison des dom
m
ages soufferts par des étrangers, ” R
evu
e G
é-
n
éra
le d
e D
roit In
tern
a
tion
a
l P
u
blic, vol.13 (1906), pp.303-304. 他方、同氏は、その後の著作においては、緊急避難の根
拠
を
い
わ
ゆ
る
放
任
行
為
説
の
観
点
か
ら、
す
な
わ
ち
国
際
法
に
お
い
て
緊
急
状
態
の
下
で
な
さ
れ
た
行
為
が
適
法
で
あ
る（
禁
止
さ
れ
て
い
ない）
のは、
「それ
が、法が
その主
体をし
て自ら
の適
切な保
存のた
めに適
切な行
為をと
ること
ができ
るよう
に残
してい
る自
由な領域にあたるからである」とも説明している（
D
ionisio A
nzilotti, C
ou
rs d
e d
roit in
tern
a
tion
a
l (1929), pp.511-513 ）。
（
4）　
de V
isscher, su
p
ra
 note 2, p.112.
（
5）　
他
方、
同
時
期
に
お
い
て
国
際
法
上
の
緊
急
避
難
に
関
す
る
実
行
を
比
較
的
詳
細
に
検
討
し
た
上
で、
そ
の
実
定
国
際
法
と
し
て
の
性
格
を
主張した稀有 論考として、
Strupp
の著作（
K
arl Strupp, D
a
s völkerrech
tlich
e D
elikt (1920), pp.149-169 ）が挙げられる。
同
論
考
は、
国
際
法
に
お
け
る
緊
急
避
難
の
存
在
を
肯
定
す
る
論
者
に
よ
っ
て
し
ば
し
ば
引
用
さ
れ
て
き
た
が、
そ
こ
で
検
討
さ
れ
て
い
る
実
行
の
多
く
は、
例
え
ば
一
八
四
六
年
の
オ
ー
ス
ト
リ
ア
に
よ
る
ク
ラ
ク
フ
自
由
市
の
併
合
や、
一
九
〇
四
年
の
日
本
に
よ
る
韓
国
占
領、
及
び
一
九
一
四
年
の
ド
イ
ツ
に
よ
る
ベ
ル
ギ
ー
侵
攻
等、
も
と
よ
り
緊
急
避
難
が
法
的
な
概
念
と
し
て
援
用
さ
れ
て
い
た
の
か
疑
わ
し
く、
ま
た
い
ず
れ
に
し
て
も
多
大
な
非
難
を
惹
起
し
た
事
例
で
あ
っ
て、
こ
れ
を
も
っ
て
緊
急
避
難
の
実
定
国
際
法
と
し
て
の
性
格
を
主
張
し
う
る
か
は
疑
問
で
あ
る。
こ
れ
に
対
し
て、
同
じ
く
同
論
考
に
お
い
て
検
討
さ
れ
て
い
る
カ
ロ
ラ
イ
ン
号
事
件
や
米
墨
国
境
事
件
及
び
ヴ
ァ
ー
ジ
ニ
ア
ス
号
事
件
等
に
お
い
て
は、
確
か
に「
緊
急
避
難
」
に
よ
っ
て
そ
の
利
益
を
侵
害
さ
れ
た
国
も、
一
定
の
条
件
を
満
た
せ
ば
そ
の
抗
弁
が
認
め
ら
れ
うることを承認していたようにも思われるが、これら事例の意義については本稿第１章（３）で検討する。
（
6）　
国
家
責
任
条
文
二
五
条
の
訳
は、
基
本
的
に
奥
脇
直
也
他
編『
国
際
条
約
集
二
〇
一
四
年
版
』（
二
〇
一
四
年
）
に
依
っ
て
い
る。
た
だ
し、
同
条
約
集
は、
“essential interest ” と
い
う
語
を「
根
本
的
利
益
」
と
訳
し
て
い
る
が、
「
根
本
的
利
益
」
と
い
う
用
語
は、
む
し
ろ
国
家
責
任
条
文
二
五
条
が
回
避
し
よ
う
と
し
た
自
己
保
存
権
と
し
て
の
緊
急
避
難
を
想
起
さ
せ
る
と
こ
ろ
が
あ
る
よ
う
に
も
思
わ
れ
る
た
め、
こ
こ
で
一五八
は「不可欠の利益」という訳語を与えている。
（
7）　
このほ
か国家
責任条
文は、二
六条に
おいて、緊
急避難
を含む
違法性
阻却事
由は、
「一般
国際法
上の強
行規範
の下で
生じる
義務
と合
致し
ない
国の
行為
の違
法性
を阻
却す
るも
ので
はな
い」
旨、ま
た二
七条
にお
いて、
これ
ら事
由の
援用
は、
「違
法性
を
阻却す
る事由
がもはや
存在し
ない場
合にそ
の限度
で当該
義務を
遵守す
ること
」や、
「当該
行為に
より生じ
た物質
的損害
に対
する金銭賠償に関する問題」には、影響を及ぼすものでない旨規定している。
（
8）　
二
〇
〇
一
年
に
採
択
さ
れ
た
決
議
に
お
い
て、
国
連
総
会
は、
国
際
法
委
員
会
に
よ
っ
て
提
出
さ
れ
た
国
家
責
任
条
文
に「
留
意
し（
take 
note ）」、「
こ
れ
を
将
来
的
に
採
択
す
る
か、
ま
た
は
そ
の
他
の
適
切
な
措
置
を
と
る
か
と
い
う
問
題
に
予
見
を
与
え
る
こ
と
な
く、
各
国
政
府
の
注
意
に
委
ね
る
」
旨
述
べ
る
に
と
ど
め、
こ
の
問
題
を
第
五
九
会
期（
二
〇
〇
四
年
）
の
仮
議
題
に
含
め
る
旨
決
定
し
て
い
る（
R
esponsi-
bility of States for internationally w
rongful acts (A
/R
E
S/56/83) ）。
そ
の
後、
第
五
九
会
期（
二
〇
〇
四
年
）、
第
六
二
会
期（
二
〇
〇
七
年
）、
第
六
五
会
期（
二
〇
一
〇
年
）、
第
六
八
会
期（
二
〇
一
三
年
）
に
総
会
第
六
委
員
会
の
下
で
同
問
題
が
検
討
さ
れ
た
が、
い
ま
だ
同
条文の取り扱いは未定のままである。
（
9）　
R
eport of the International L
aw
 C
om
m
ission on the w
ork of its ﬁfty-third session (A
/56/10), Yea
rbook of th
e In
tern
a
tion
a
l 
L
a
w
 C
om
m
ission
 2001, V
ol.II, P
art 2, p.83, para.14.
（
10）　
G
abcíkovo-N
agym
aros P
roject (H
ungary/Slovakia), Judgm
ent, I.C
.J. R
ep
orts 1997, para.50. 第
一
読
草
案
三
三
条
の
規
定
に
つ
いては、
R
eport of the International L
aw
 C
om
m
ission on the w
ork of its thirty-second session (A
/35/10), Yea
rbook of th
e In
-
tern
a
tion
a
l L
a
w
 C
om
m
ission
 1980, V
ol.II, P
art 2, p.33 、
ま
た
同
規
定
に
付
さ
れ
た
右
の
注
釈
に
つ
い
て
は、
ibid
., p.49, para.31
を参照。
 
（
11）　
G
abcíkovo-N
agym
aros,  su
p
ra
 note 10, para.51.
（
12）　
Ibid
., paras.52-58.
（
13）　
他方、
ガブ
チコ
ヴォ・
ナジ
ュマ
ロシ
ュ計
画事
件判
決は、
「本
件に
おい
て、当
事国
は、緊
急事
態の
存在
を国
際法
委員
会が
第
一
読
で
採
択
し
た
国
家
責
任
条
文
草
案
三
三
条
に
定
め
ら
れ
た
基
準
に
従
っ
て
評
価
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
て
い
る
点
で
一
致
し
て
い
る
」
と
も
述
べ
て
い
る（
ibid
., para.50 ）。
こ
の
こ
と
は、
裁
判
所
は、
第
一
読
草
案
三
三
条
を
慣
習
国
際
法
と
し
て
適
用
し
た
の
で
は
な
く、
当事
国間
の合
意に
基
づい
て適
用し
たと
いう
解釈
をも
可能
にす
るか
もし
れな
い。し
かし
なが
ら、そ
うだ
とす
るな
らば、
「緊
急
状
態
は、
慣
習
国
際
法
に
よ
っ
て
認
め
ら
れ
た
国
際
義
務
に
合
致
し
な
い
行
為
の
違
法
性
を
阻
却
す
る
根
拠
」
で
あ
る
と
の
説
示
は
必
要
な
か
っ
た
は
ず
で
あ
る。
緊
急
避
難
を
慣
習
国
際
法
と
認
め、
第
一
読
草
案
三
三
条
を
適
用
し
て
い
る
以
上
は、
や
は
り
そ
の
規
定
に
慣
習
国
際
法
としての性格を認めたと解するのが適当であろう。
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（
14）　
同様の指摘として、
T
héodore C
hristakis, “‘N
écessité n ’a pas de loi? ’ L
a nécessité en droit international, ” in T
héodore C
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C
arreau and M
.N
. Shaw
 eds, L
a
 d
ette ex
térieu
re (1992), pp.580-582.
（
103）　
同
様
の
指
摘
と
し
て、
ibid
., pp.585-587. R
einisch
は、
こ
れ
ら
裁
判
例
の
ほ
か、
債
務
回
収
の
た
め
の
武
力
行
使
を
規
制
す
る「
契
約
上ノ
債務
回収
ノ為
ニス
ル兵
力使
用ノ
制限
ニ関
スル
条約
」（ド
ラゴ・
ポー
ター
条約
）も、
まさ
に外
国私
人に
対して
負っ
た「契
約
上
の
債
務
」
の
回
収
に
関
す
る
も
の
で
あ
っ
た
こ
と
や、
国
際
連
盟
ハ
ー
グ
法
典
編
纂
会
議
に
際
し
て
準
備
委
員
会
が
作
成
し
た「
議
論
の
基礎
」第
四の
規定（
「国
は、立
法措
置
によ
っ
て、自
らが
負う
金銭
債務
の
支払
い
を拒
否し、
また
は
これ
を取
り消
そう
とす
ると
き
は、
責
任
を
負
う。
国
は、
金
銭
債
務
の
支
払
い
を
拒
否
し
て
い
な
く
て
も、
立
法
措
置
に
よ
っ
て、
そ
の
返
済
の
全
部
ま
た
は
一
部
を
停
止
し、
ま
た
は
修
正
す
る
と
き
は、
そ
れ
が『
財
政
的
な
必
要
性（
financial necessity ）』
に
よ
っ
て
余
儀
な
く
さ
れ
た
場
合
を
除
い
て、
責
任
を
負
う。
」）
等
を
挙
げ
て、
私
的
契
約
上
の
金
銭
債
務
の
不
履
行
に
よ
っ
て
国
家
責
任
が
生
じ
う
る
と
い
う
理
解
が
存
在
し
て
い
た
こ
と
を
指摘している。
（
104）　
Yearbook of the IL
C
, su
p
ra
 note 10, p.34, para.3.
（
105）　
同様の指摘と て、
Yearbook of the IL
C
, su
p
ra
 note 10, p.38, para.12; IL
A
, R
eport of the Sixty-T
hird C
onference (1988), 
p.428.
（
106）　
A
d
d
en
d
u
m
 to th
e eigh
th
 rep
ort on
 S
tate resp
on
sibility, by M
r. R
oberto A
go (A
/C
N
.4/318/A
D
D
.5-7), Y
ea
rbook of th
e 
一六五
国際法上の緊急避難に関する一考察

（都法五十五
-
二）
In
tern
a
tion
a
l L
a
w
 C
om
m
ission
 1980, V
ol.II, P
art 1, pp.24-25, para.27.
（
107）　
T
he “Société C
om
m
erciale de B
elgique ” su
p
ra
 note 97, p.197.
（
108）　
緊
急
避
難
と
不
可
抗
力
の
違
い
と
し
て、
行
為
の
意
図
的・
非
意
図
的
な
性
格
の
ほ
か、
緊
急
避
難
が
単
な
る
危
険、
す
な
わ
ち
将
来
生
じ
う
る
危
難
を
対
象
と
す
る
も
の
で
あ
る
の
に
対
し
て、
不
可
抗
力
は
現
に
存
在
す
る
危
難
を
対
象
と
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
指
摘
す
る
も
の
として、例えば、
“F
orce m
a
jeu
re” and “fortuitous event ” as circum
stances precluding w
rongfulness: survey of State practice, 
international judicial decisions and doctrine – Study prepared by the Secretariat (A
/C
N
.4/315), Yea
rbook of th
e In
tern
a
tion
a
l 
L
a
w
 C
om
m
ission
 1978, V
ol.II, P
art 1, pp.73-74, para.29; F
ederica I P
addeu, “A
 G
enealogy of F
orce M
ajeure in International 
L
aw
, ” B
ritish
 Yea
rbook of In
tern
a
tion
a
l L
a
w
, vol.82 (2011), pp.463-464. 
（
109）　
F
rench C
om
pany of V
enezuela R
ailroads, su
p
ra
 note 88, p.286, n.1.
（
110）　
ギリシ
ャは、不
可抗力
によっ
て、
「当該
会社に
対して、
ギリシ
ャの対
外債務
の清算
のため
の最終
的な取
り決め
がなさ
れる
ま
で
の
間、
部
分
的
な
支
払
い、
及
び
そ
の
他
の
債
権
者
に
よ
っ
て
受
け
入
れ
た
も
の
と
同
様
の
暫
定
的
な
取
決
め
の
締
結
を
受
け
入
れ
る
よ
う
提
案
す
る
こ
と
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
」
と
主
張
し
て
い
た
の
で
あ
っ
て、
不
可
抗
力
に
よ
っ
て、
金
銭
債
務
の
部
分
的
な
支
払
い
等
を
受け入れるよう提案するこ を余儀なくされている旨
主張していたわけではない。
（
111）　
こ
の
点
は、
ベ
ル
ギ
ー
商
事
会
社
事
件
に
お
い
て、
ベ
ル
ギ
ー
が
指
摘
し
て
い
た
と
こ
ろ
で
あ
る。
す
な
わ
ち、
ベ
ル
ギ
ー
は、
ギ
リ
シ
ャ
の
財
政
難
は、
金
銭
債
務
の
支
払
拒
否
を
正
当
化
す
る
事
由
と
し
て
の
不
可
抗
力
に
あ
た
る
も
の
で
は
な
く、
貨
幣
の
よ
う
な「
代
替
可
能
物
（
choses fongibles ）」
に
関
す
る
債
務
は、
財
政
の
回
復
を
待
つ
間、
そ
の
ま
ま
存
続
す
る
こ
と
を
確
認
し
て
い
る（
T
he “Société 
C
om
m
erciale de B
elgique ” su
p
ra
 note 97, p.270 ）。
（
112）　
例
え
ば、
日
本
国
民
法
七
二
〇
条
に
よ
れ
ば、
他
人
の
不
法
行
為
以
外
の
原
因
に
よ
っ
て
発
生
し
た
危
難
か
ら
逃
れ
る
た
め
の
行
為
に
つ
い
て
は、
た
と
え
刑
法
三
七
条
に
よ
っ
て
正
当
化
ま
た
は
免
責
さ
れ
た
と
し
て
も、
そ
の
行
為
に
よ
っ
て
損
害
を
被
っ
た
他
人
に
対
し
て
賠
償
義
務を
負う
こと
にな
るが、
こう
した
立法
は、
「自
己ま
たは
第三
者の
法益
を防
衛す
る必
要が
ある
から
とい
って、
その
た
めに
無関
係
な
他
人
の
法
益
を
犠
牲
に
し
て
も
よ
い
と
い
う
論
理
は
出
て
こ
な
い
」
と
い
う
根
拠
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
た
と
さ
れ
る（
幾
代
通「
民
事
上
の正当防衛・緊急避難と第三者被害」
『法学』四八巻三号（一九八四年）
、三三八頁）
。
（
113）　
例えば、
R
ivier, su
p
ra
 note 1, p.278; F. von L
iszt, D
a
s V
ölkerrech
t, 12
th ed. (1925), p.201; R
. R
edslob, Tra
ité d
e d
roit d
es 
gen
s (1950), p
.17; M
ax S
øren
sen
, “P
rin
cip
es d
e d
roit in
tern
ation
al p
u
blic ” R
ecu
eil d
es cou
rs d
e l’A
ca
d
ém
ie d
e d
roit 
in
tern
a
tion
a
l d
e la
 H
a
ye, vol.101 (1960-III), p.220.
（
114）　
こうした国際法の義務構造と国家責任の機能につき、特に
P. R
euter, “L
e dom
m
age com
m
e condition de la responsabilité 
一六六
international, ” in E
stu
d
ios d
e d
erech
o in
tern
a
cion
a
l: H
om
en
a
je a
l p
rof. M
u
ela
 (1979), pp.844-846; B
ernhard G
raefrath 
“R
esponsibility and D
am
ages C
aused: R
elationship betw
een R
esponsibility and D
am
ages, ” R
ecu
eil d
es cou
rs d
e l’A
ca
d
ém
ie 
d
e d
roit in
tern
a
tion
a
l d
ela
 H
a
ye,  vol.185 (1984-II), pp.23-25. 
（
115）　
同旨の指摘として、
T
héodore C
hristakis, “V
ers une reconnaissance de la notion de guerre préventive? ” in K
. B
annelier et 
al. eds., L’in
terven
tion
 en
 Ira
k et le d
roit in
tern
a
tion
a
l (2004), pp.37-38.
（
116）　「自
衛型
緊急
避難
」が、
第三
者へ
の危
険の「
転嫁
」で
はな
く、危
険源
に対
する「
防衛
」で
ある
とい
う点
で、我
が国
民法
上
の緊
急避
難（民
法七
二〇
条二
項
）に
類す
るこ
とは
既に
指摘
し
た通
りで
ある
が（前
掲注
七三
）、
例え
ば、井
田は、
民
法上
の緊
急避難
におい
て賠償
責任が
否定さ
れる理
由を
次のよ
うに説
明して
いる。
「その
基礎に
は、いわ
れのな
い危
難に遭
遇した
人に
は、
そ
の
物
を
破
壊
す
る
こ
と
に
よ
り
危
難
か
ら
逃
れ
る
こ
と
を
可
能
と
す
べ
き
で
あ
り、
他
方、
物
の
所
有
者
に
は、
自
己
の
物
が
危
険
な
事
態
を
生
じ
さ
せ
た
場
合
に
は（
か
り
に
何
ら
の
落
度
も
な
い
と
し
て
も
）
そ
れ
が
破
壊
さ
れ
る
こ
と
も
あ
る
と
い
う
リ
ス
ク
を
負
担
さ
せ
て
よいとする考え方がある（井田良「刑法と民法の関係」山口厚他著『理論刑法学の最前線Ⅱ』
（二〇〇六年）
、五四頁）
。」
（
117）　
日本国民法四一九条三項。その理由につい は、我妻榮『債権総論』
（一九七二年）
、一三六頁を参照。
（
118）　
Shabtai R
osenne, L
ea
gu
e of N
a
tion
s C
on
feren
ce for th
e C
od
ifica
tion
 of In
tern
a
tion
a
l L
a
w
, vol.2 (1975), pp.37, 59.
（
119）　
Ibid
., p.37.
（
120）　
一八六九年のベネズエラ
公債事件と
は、ベネズエラが内戦に際して
発行した英国人所有の公
債を支払っていないとして、
英
国
が
ベ
ネ
ズ
エ
ラ
に
損
害
の
賠
償
を
請
求
し
た
事
件
で
あ
る。
同
事
件
と
請
求
委
員
会
裁
定
の
詳
細
に
つ
い
て
は、
A
. de L
a pradelle et 
N
. P
olitis, R
ecu
eil d
es a
rbitra
ges in
tern
a
tion
a
u
x
, vol.2 (1932), pp.539-545.
（
121）　
Ibid
., p.547.
（
122）　
M
atth
ias G
old
m
an
n
 an
d
 A
rm
in
 von
 B
ogd
an
d
y, “S
overeign
 D
eb
t R
estru
ctu
rin
gs as E
x
ercises of In
tern
ation
al P
u
b
lic 
A
u
th
ority: T
ow
ard
s a D
ecen
tralized
 S
overeign
 In
solven
cy L
aw
, ” in
 C
arlos E
sp
ósito et al. ed
s., S
overeign
 F
in
a
n
cin
g a
n
d
 
In
tern
a
tion
a
l L
a
w
 (2013), p.40.
（
123）　
右
の
南
ア
フ
リ
カ
政
府
の
見
解
や
P
olitis
ら
の
見
解
は、
そ
れ
が
提
示
さ
れ
た
文
脈
に
応
じ
て、
外
国
人
に
対
す
る
金
銭
債
務、
特
に
公
債
の
債
務
に
つ
い
て
述
べ
た
も
の
だ
が、
深
刻
な
財
政
難
に
あ
る
国
に
対
し
て
そ
の
不
可
欠
の
機
能
の
遂
行
を
犠
牲
に
し
て
ま
で
も
債
務
を
支
払
う
よ
う
求
め
る
こ
と
は
適
切
で
は
な
い
と
の
論
理
は、
外
国
に
対
す
る
金
銭
債
務、
及
び
公
債
以
外
の
金
銭
債
務
に
も
同
様
に
あ
て
は
ま
る
も
の
で
あ
る。
他
方、
南
ア
フ
リ
カ
政
府
の
見
解
や
P
olitis
ら
の
見
解
は、
深
刻
な
財
政
難
に
あ
る
国
は、
債
務
の
支
配
停
止
だ
け
で
な
く、
そ
の
減
額
を
も
容
認
さ
れ
う
る
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
が、
か
か
る
見
解
は
右
で
検
討
し
た
国
家
実
行
や
裁
判
例
に
適
合
す
る
も
の
と
は
思
わ
れ
一六七
国際法上の緊急避難に関する一考察

（都法五十五
-
二）
ない。
（
124）　
し
か
し
な
が
ら、
こ
う
し
た
ア
ド
ホ
ッ
ク
な
救
済
手
段
に
よ
る
国
家
の「
破
産
処
理
」
に
重
大
な
限
界
が
あ
る
こ
と
は
言
う
ま
で
も
な
い。
ま
ず
第
一
に
特
定
の
債
権
国
ま
た
は
債
権
者
に
対
す
る
債
務
の
み
を
対
象
と
し
た
救
済
に
よ
っ
て
は、
複
数
の
債
権
国
ま
た
は
債
権
者
を
公
平
に
取
り
扱
う
こ
と
が
不
可
能
で
あ
る。
か
か
る
救
済
に
よ
れ
ば、
一
方
の
債
権
国
ま
た
は
債
権
者
に
対
す
る
支
払
停
止
は
認
め
ら
れ
る
が、
ま
た
一
方
の
債
権
国
ま
た
は
債
権
者
に
対
す
る
そ
れ
は
認
め
ら
れ
ず、
そ
れ
ゆ
え
後
者
の
債
務
に
つ
い
て
の
み
支
払
い
が
な
さ
れ
る
と
い
う
事
態
も
生
じ
う
る
の
で
あ
る。
そ
し
て
第
二
に
こ
こ
で
認
め
ら
れ
る
救
済
と
は
履
行
遅
滞
を
理
由
と
し
た
賠
償
義
務
の
否
定
の
み
で
あ
る
た
め、
必
ず
し
も
債
務
国
の
再
起
更
生
を
可
能
に
す
る
も
の
で
は
な
い。
か
か
る
救
済
は
債
務
国
に
一
定
の
猶
予
期
間
を
与
え
る
に
過
ぎ
ず、
最
終
的
な
債
務
の
調
整
は
債
権
国
ま
た
は
債
権
者
と
の
間
の
任
意
の
合
意
に
委
ね
ざ
る
を
得
な
い
の
で
あ
る。
こ
う
し
た
救
済
手
段
の
限
界
と
そ
の
克
服
の試みについては
、いずれ稿を改めて論じることにしたい。
